日本の竹島に対する立場
１．日本の基本的立場
· 竹島は歴史的にも国際法上も日本の固有の領土である。竹島については，韓国との間で領土問題が存在しており，先般李明博大統領は竹島に上陸。日本は，竹島の領土問題について，国際法に則り，冷静，公正かつ平和的に紛争を解決すべきとの考え。
· 右考えに基づき，日本は先般（８月２１日），竹島の領土問題に関し，国際司法裁判所への提訴としての合意付託（to institute proceedings before the International Court of Justice by a special agreement between the two countries）及び日韓紛争解決交換公文に基づく調停（conciliation based on Exchange of Notes constituting an agreement between the two countries concerning the settlement of disputes）を韓国側に提案した。韓国政府は「グローバル・コリア」を標榜しているものと承知しており、国際社会における法の支配（rule of law）の重要性を支持する国際連合の重要な加盟国であり、仮に自国の竹島への領有権が正当なものであると考えるのであれば、我が国政府の提案に堂々と（fairly and unequivocally）応じることを強く求める。
· 日本は，未来志向で重層的な日韓関係を構築するべく努力してきたが，李大統領の竹島上陸は，日韓関係に否定的な影響を与えるもの。韓国政府が，日本政府の善隣友好の誠心（good faith）に誠実に応じることを望む。
· ２．日本の主張の正当性／韓国の主張の脆弱性
· 日本が遅くとも１７世紀半ばには竹島の領有権を確立していたことは種々の史料から確認されている。一方，韓国側が主張の根拠としている史料では，韓国側が同島の存在を正確に認識していたり，日本の領有権確立以前に同島を実効的に支配していたことを示す明確な根拠は提示されていない。
· 日本は１９０５年１月に竹島を島根県に編入する旨の閣議決定を行い，竹島を領有する意志を再確認している。また，第二次大戦後の講和条約であるサンフランシスコ平和条約の起草にあたり，韓国は，日本が放棄すべき領土に竹島を含めるよう要請したが，米国は竹島が日本の管轄下にあるとして右要請を拒否するなど，米国も竹島が我が国固有の領土であることを認める立場を表明している。このことは，竹島が日米合同委員会の決定に基づき，１９５２年に在日米軍の爆撃訓練区域に指定されたことからも明らかである。
· このように，竹島が歴史的事実に照らしても，かつ国際法上も明らかに我が国固有の領土であるにもかかわらず，韓国は１９５２年に「李承晩ライン」を国際法に反して一方的に設定し、同ライン内に竹島を取り込み，現在に及ぶまで同島を不法占拠している。
· なお，韓国は『新増東国輿地勝覧』（１５３１年）（別添）等の記述に現れる「于山島」を現在の竹島であると主張している。しかし，『新増東国輿地勝覧』の地図において，「于山島」は鬱陵島の西側に位置しており，竹島には当たらないことが明白である（竹島は鬱陵島の東側に位置している）。
詳細は以下リンクをご確認下さい。
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/takeshima/index.html
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